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議会運営委員会と、４つの常任委員会において、付託された議案などを審査し、２１日の本会議では、
各委員長が審査の経過と結果を報告しました。
その内容の一部を掲載します。

　富山市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する
条例の一部を改正する条例制定の件については、原案のとおり
「可決」した。

　３０年度富山市一般会計補正予算、富山市行政手続における
特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例の一部
を改正する条例制定の件など１０件については、いずれも原案
のとおり「可決」「同意」した。

政務活動費の事前審査に関する請願　　　　　　　　　　　　
賛成討論　政務活動費の運用指針には、第三者機関の事前承認
を得るいとまがない場合の事務手続きについて記載してあるが、
そういった手続きができない場合もある。
　また、３１年１月の政務活動費のあり方検討会で、第三者機
関についての意見交換をするのであれば、この請願を採択して、
議会として真剣に検討するべきである。
反対討論　第三者機関の事前承認を得るいとまがない場合の事
務手続きについては、運用指針にきちんと明記してあり、適正
に運用することができる。
　また、何の見直しもなく来年度を迎えることを心配している
が、第三者機関については、３１年１月に政務活動費のあり方
検討会できちんと検討される予定である。
結果　不採択すべきものと決した。

【所管部局からの報告事項】
○教育委員会　　富山市立小見幼稚園の園児募集
　　　　　　　　学校施設の耐震化

　３０年度富山市一般会計補正予算、富山市病院事業の設置等
に関する条例の一部を改正する条例制定の件など６件について
は、いずれも原案のとおり「可決」した。

富山逓信病院の事業の譲り受けに係る債務負担行為の設定　　
委員　現在の富山逓信病院の職員のうち、希望者は、富山市の
職員として採用するとのことだが、給与や福利厚生などの条件
について、事前に提示して理解を得ているのか。
市　給与や福利厚生等については、既に日本郵政株式会社を通
じて各従業員に提示され、基本的に理解されているものと考え
ている。

【所管部局からの報告事項】
〇福祉保健部　　富山市地域福祉計画の策定スケジュール等
　　　　　　　　富山市自殺対策計画の策定スケジュール等

　３０年度富山市一般会計補正予算、富山市地域経済牽引事業
の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第９条第
１項の規定に基づく準則を定める条例の一部を改正する条例制
定の件など４件については、いずれも原案のとおり「可決」
「承認」した。

水橋フィッシャリーナ水面係留施設外整備工事　　　　　　　
委員　水橋フィッシャリーナ水面係留施設については、バース
の向きや、浮

う き さ ん ば し

桟橋の係留方式を変更することで、越
え っ ぱ

波などに、
より強い形となるよう施設を整備したとのことだが、台風の接
近が予見できる場合には、事前に船を陸上に揚げておくなど、
利用者や管理者を含めた管理の在り方についての検討も必要だ
と思うが、どう考えているのか。
市　台風等の接近が予想されるときに、船を陸上に揚げること
で被害が軽減できることから、これまでは、電話等で要望があ
った場合のみ、陸上に揚げていたものを、今回の被災後、指定
管理者と契約利用者が話し合いを行い、連絡がなくても事前に
陸上に揚げることができるようにした。

【所管部局からの報告事項】
○商工労働部　　第２期呉羽南部企業団地の分譲価格等

 

　３０年度富山市一般会計補正予算、３０年度富山市水道事業
会計補正予算、富山市都市公園条例の一部を改正する条例制定
の件など８件については、いずれも原案のとおり「可決」した。

水道事業における官民連携の推進　　　　　　　　　　　　　
委員　水道法の一部を改正する法律案が国会で可決されたが、
官民連携の推進についての本市の考えは。
市　本市の水道事業においては、これまでも民間のノウハウや
技術の活用を図ってきている。経営状況は、民間事業者への運
営権売却が必要な段階ではないこと、また、必要な人材も確保
できていることから、コンセッション方式の導入については、
優先的な検討課題とは考えていない。
委員　安心・安全な水の供給は非常に重要だと思うので、十分
慎重に検討してほしい。

【所管部局からの報告事項】
○建設部　　３０年度道路除雪計画、
　　　　　　サンライト事業費（富山市道路照明ＬＥＤ化事業）
　　　　　　市営住宅の明渡し等の「訴えの提起の結果」
〇上下水道局　　契約金額１億５，０００万円以上の工事請負契約
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